
貸 借 対 照 表 

2022 年 3 月 31 日現在 

（単位：千円） 

科 目 金 額 科 目 金 額 

（資産の部） 

流動資産 

現金及び預金 

貯蔵品 

前払費用 

未収還付法人税等 

未収消費税等 

その他 

 

固定資産 

鉄道事業固定資産 

有形固定資産 

土地 

建物 

構築物 

機械装置 

工具･器具･備品 

無形固定資産 

電話加入権 

連絡通行施設利用権 

投資その他の資産 

繰延税金資産 

その他 

 

184,753 

156,256 

3,500 

169 

12,450 

12,369 

7 

 

15,594,440 

15,569,938 

13,480,352 

4,385,622 

726,608 

8,305,746 

55,606 

6,769 

2,089,586 

400 

2,089,185 

24,501 

23,537 

963 

（負債の部） 

流動負債 

短期借入金 

未払金 

未払費用 

未払法人税等 

預り金 

賞与引当金 

 

固定負債 

長期借入金 

 

 

1,050,845 

1,023,930 

1,199 

1,425 

22,889 

291 

1,109 

 

7,277,740 

7,277,740 

負 債 合 計 8,328,585 

（純資産の部） 

株主資本 

資本金 

利益剰余金 

その他利益剰余金 

繰越利益剰余金 

 

7,450,608 

8,800,000 

△1,349,391 

△1,349,391 

△1,349,391 

純 資 産 合 計 7,450,608 

資 産 合 計 15,779,194 負債・純資産合計 15,779,194 

（注）記載金額は、千円未満を切り捨てて表示しております。 

  



損 益 計 算 書 

自 2021 年 4 月  1 日 

至 2022 年 3 月 31 日 

（単位：千円） 

科 目 金 額 

 

鉄道事業営業収益 

鉄道線路使用料収入 

 

 

1,102,833 

 

計  1,102,833 

鉄道事業営業費 

一般管理費 

諸税 

減価償却費 

 

151,477 

249,326 

601,037 

 

計  1,001,841 

鉄道事業営業利益  100,991 

営業外収益 

    受取利息 

  その他 

 

35 

2 

 

計  38 

営業外費用 

支払利息 

その他 

 

58,550 

0 

 

計  58,550 

経常利益  42,479 

特別利益   

  工事負担金等受入額 15,274  

   計  15,274 

特別損失   

  固定資産除却損 1,061  

   計  1,061 

税引前当期純利益  56,692 

法人税、住民税及び事業税  18,347 

法人税等調整額  166 

当期純利益  38,178 

（注）記載金額は、千円未満を切り捨てて表示しております。 



 

株主資本等変動計算書 

自 2021 年 4 月  1 日 

至 2022 年 3 月 31 日 

（単位：千円） 

 

株主資本 

純資産 

合計 

資本金 

利益剰余金 

株主資本 

合計 

その他利益 

剰余金 

繰越利益 

剰余金 

2021 年 4 月 1 日 

残高 
8,800,000 △1,387,570 7,412,429 7,412,429 

当期中の変動額     

当期純利益  38,178 38,178 38,178 

当期中の変動額合計 ― 38,178 38,178 38,178 

2022 年 3 月 31 日 

残高 
8,800,000 △1,349,391 7,450,608 7,450,608 

（注）記載金額は、千円未満を切り捨てて表示しております。 

  



 

 

個 別 注 記 表 

 

１．重要な会計方針に係る事項に関する注記 
（１）固定資産の減価償却の方法 

① 有形固定資産 

当社では、建物については定額法、その他の資産については定率法を採用しており

ます。ただし、2016 年４月１日以後に取得した構築物については、定額法を採用し

ております。 

なお、鉄道事業固定資産の構築物のうち取替資産については、取替法を採用してお

ります。 

また、2007 年３月 31 日以前に取得したものについては、償却可能限度額まで償却

が終了した翌年から５年間で均等償却する方法によっております。 

② 無形固定資産 

定額法を採用しております。 

（２）引当金の計上基準 

賞与引当金 

従業員に対して支給する賞与の支出に充てるため、将来の支給見込み額のうち当事

業年度の負担額を計上しております。 

 （３）収益及び費用の計上基準 

    当社は第二種鉄道事業者に鉄道施設を貸与しており、鉄道線路使用料収入は、その発生期 

   間に収益を認識しております。 

 
２．会計方針の変更に関する注記 

  （「収益認識に関する会計基準」等の適用） 

 「収益認識に関する会計基準」（企業会計基準第29号 2020年３月31日。以下「収益認識会 

 計基準」という。）等を当事業年度から適用し、約束した財又はサービスの支配が顧客に移 

 転した時点で、当該財又はサービスと交換に受け取ると見込まれる金額で収益を認識する 

 こととしております。なお、収益認識会計基準等の適用による当事業年度の損益に与える 

 影響はありません。 

 
３．収益認識に関する注記 

  （収益を理解するための基礎となる情報） 

「重要な会計方針に係る事項に関する注記」の「収益及び費用の計上基準」に記載のとおり

であります。 

 
 
 
 



４．貸借対照表に関する注記 

（１）担保に供している資産及び担保に係る債務 

① 担保に供している資産 

鉄道事業固定資産（鉄道財団）  10,767,560 千円 

② 担保に係る債務 

短期借入金     698,400 千円 

長期借入金   1,030,400 千円  

  計     1,728,800 千円 

（２）有形固定資産の減価償却累計額  11,759,398千円 

（３）固定資産の取得原価から直接減額された工事負担金等累計額  24,707,417 千円 

 

５．株主資本等変動計算書に関する注記 

    当事業年度の期末における発行済株式総数 

   普通株式  176,000 株 

 

６．税効果会計に関する注記 

   繰延税金資産及び繰延税金負債の主な発生原因別内訳は、以下の通りです。 

    繰延税金資産                    （単位：千円） 

                  賞与引当金          339 

                  未払事業税          6,061 

                  減価償却費         17,080 

                    その他           56 

     繰延税金資産小計                   23,537 

     評価性引当額                        － 

    繰延税金資産合計                    23,537 

    繰延税金負債                          － 

    繰延税金資産の純額                     23,537 

 

 

７．金融商品に関する注記 

（１）金融商品の状況に関する事項 

当社は、資金運用については安全性の高い金融資産に限定し、金融機関等からの借入によ

り資金を調達しております。 

借入金の使途は運転資金及び設備投資資金であります。 

（２）金融商品の時価等に関する事項 

2022年3月31日における貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額については、次のとおり

であります。 

なお、現金は注記を省略しており、預金は短期間で決済されるため時価が帳簿価額に近似

することから、注記を省略しております。 

 



（単位：千円） 

 
貸借対照表 

計上額 
時価 差額 

短期・長期借入金 8,301,670 8,345,078 43,408 

（注）金融商品の時価の算定方法に関する事項 

 短期・長期借入金 

これらの時価については、元利金の合計額を同様の新規借入を行った場合に想定される利

率で割り引いて算出する方法によっております。 

 

８．資産除去債務に関する注記 

当社は、空港鉄道施設について「空港線の空港用地内施設使用に関する協定」等に基づく原

状回復義務を有しておりますが、当該施設は当社の主たる事業の用に供することを目的とする

ものであることから、事業が継続する限り一定の期間をもって終了することが予想されるもの

でないこと、また現在のところ移転または撤去も予定されていないことから、資産除去債務を

合理的に見積ることができません。そのため、当該債務に見合う資産除去債務を計上しており

ません。 

 

９．賃貸等不動産に関する注記 

当社では、愛知県常滑市その他の地域において、賃貸用の鉄道施設（土地を含む。）を有

しております。この施設の時価については、線路使用者が限定されるため一般的な市場価格

が観察できないこと、取得原価から直接減額した工事負担金等受入相当額が帳簿価額に含ま

れない等により時価を算定することが極めて困難なため開示しておりません。 

 

１０．関連当事者との取引に関する注記 

属性 名 称 
議決権等の 

被所有割合 

関連当事者 

と の 関 係 
取引の内容 

取引金額 

（千円） 
科目 

期末残高 

（千円） 

主要 

株主 
愛知県 32.65％ 

役員の兼任 

資金の借入 
借入金利息の支払  ※1 10,517 長期借入金 6,572,870 

主要 

株主 

名古屋鉄道 

株 式 会 社 
12.43％ 

役員の兼任 

鉄道施設賃貸 

債務被保証 

工事負担金の受取 

鉄道線路使用料受取  

※2 
1,102,833 － － 

当社銀行借入に対する 

債務被保証     ※3 
78,800 － － 

工事負担金の受取  ※4 15,274 － － 

取引条件及び取引条件の決定方針等 

※１ 資金の借入については、市場金利を勘案して利率を合理的に決定しております。 

※２ 鉄道線路使用料は、鉄道事業法に基づき国土交通大臣の認可を得て、第二種鉄道事業

者と協定を締結しております。 

※３ 当社は、銀行借入に対して名古屋鉄道株式会社より債務保証を受けております。なお、

当該借入契約は 2004 年度に締結しております。 



※４ 鉄道施設の更新・改修を行うに当たり、協定書に基づき工事代と同額を名古屋鉄道株

式会社より工事負担金として受け入れており、当事業年度に特別利益として計上いたし

ました。 

 

１１．１株当たり情報に関する注記 

（１）１株当たり純資産額   42,333 円 00 銭 

（２）１株当たり当期純利益     216 円 93 銭 

 

１２．重要な後発事象に関する注記 

該当する事項はありません。 


